
Technical Report 技術レポート

札幌市水道局における配水管の
耐震化について

１.はじめに
札幌市の水道事業は、昭和 12 年（1937
年）の創設以来、市勢の発展と市域の拡大
に対応するため、水道施設の拡張を重ねてき
た。その結果、札幌市の水道管路総延長は
6,000kmを超え、給水普及率は 99.9％に達し
ており、水道施設は北の大都市を支える都市
基盤として、市民生活、経済活動を支えるラ
イフラインとなっている。
その一方で、近年、これまでの想定を超え
る規模の地震が全国的に発生しており、高普
及率を達成した今日の水道システムがひとた
び被災すると、都市機能の麻痺や、産業活動
の停滞など、社会的・経済的に大きな損失が
生じることになる。このため、札幌市水道局
では地震に強い水道システムの構築に取り組

んできている。

２.水道施設の現状
札幌市における配水管の耐震化は、配水管
網の中で重要な役割を持つ配水本管（札幌市
では呼び径 400 以上の配水管とし、配水幹
線という。）や単管路でバックアップのない高
区配水施設への流入管、さらには災害時にお
いて重要な役割を担う医療機関などの重要施
設へ向かう配水管について進めてきている。
平成 27年（2015 年）度末における配水管
の耐震化率は 24.0％であり、高い耐震化率と
はいえない状況であり、今後も耐震化を計画
的に進めていくことが必要である。
以下に、現在札幌市が取り組んでいる事業
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の概要について記述する。

3.配水幹線の連続耐震化について
（1）配水幹線整備基本計画の策定

札幌市では、平成 22 年（2010 年）度に「札
幌市地域防災計画」を見直し、想定最大震
度が６強から７に、また震度６強以上のエリアも
市内の一部から市内全域に上方修正し、これ
に伴い想定被害も従来に比べて大きく拡大した
（表 1参照）。

表1　札幌市地域防災計画の見直し
項　目 見直し前 見直し後

想定地震（最大震度） 6強 7

震度6強以上のエリア 市内一部 市内全域

水道想定
被害

配水管全体被害
（箇所） 270 2,305

幹線被害
（箇所） 5 57

断水率（）% 21 67

この見直しに対応するため、水道局では平
成 23 年（2011年）に「札幌市水道局地震対

策基本計画」を策定し、この中で水道システ
ムの機能強化を目的として、配水幹線の耐震
化を図ることとした。
これまでの配水幹線の耐震化は、主に、腐
食性土壌が多く広がるJR函館本線以北で実
施してきた。しかし、札幌市の４つの基幹配
水池（藻岩、平岸、清田、西部）はJR函館
本線以南に配置されており、これまで行ってき
た耐震化は、配水幹線網の下流側で実施して
きたことになる。このため、地震が発生した
際には、非耐震管が多く残されている配水幹
線網の上流側で漏水事故が起こる可能性が
高く、その影響は非常に大きいと判断される。
そこで、地震時における配水幹線の機能を確
保することを目的とし、より計画的、効果的に
配水幹線の耐震化を進めるため、平成 24 年
（2012 年）に「配水幹線整備基本計画」を策
定した。

図1　配水幹線耐震化計画図
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（2）配水幹線連続耐震化事業の概要

本事業は、「配水幹線整備基本計画」を
基に、地震時においても連続した配水を確保
するため、札幌市内にある４つの基幹配水池
それぞれの出口から配水幹線網の末端までを
NS形ダクタイル鋳鉄管等を使用して連続的に
耐震化し、配水池系ごとに耐震化されたルート

を最低でも１つずつ確保することを目的としている
（図 1参照）。
平成 42 年（2030 年）までに約 37㎞の配水
幹線を整備する計画であり、事業完了時の耐
震化率が計画策定時より表 2の通り11ポイント
上昇し、約 47％になることを見込んでいる。

4.災害時重要施設への供給ルート耐震化について
医療機関などの重要施設へ向かう配水管が
非耐震管の場合、大地震が発生すると管の
抜け出し等により漏水し、それに伴い断水が
発生して重要施設への水供給ができなくなる。
この場合、給水タンク車による運搬給水を行
うことになるが、タンク車の水量に限りがある
ことや運搬に時間がかかることから医療活動
などに影響を及ぼす恐れがある。
そこで、札幌市では、医療機関や避難場所
を災害時重要施設と位置付け、災害時におい
てもこれら施設への連続的な配水を確保する
ため、供給ルートを優先的に耐震化すること
としている。
この事業は、４～５年を一区切りとして計
画的に実施することとしており、平成 19 年
（2007年）度に第１期事業［H19 ～ 22（2007
～ 2010）］を開始し、現在は第３期事業［H27
～ 31（2015 ～ 2019）］を進めているところで
ある。
まず、第１期事業では、札幌市災害時基幹
病院を整備対象とし、続く第２期事業［H23

～ 26（2011～ 2014）］では札幌市災害時基
幹病院に加えて救急告示医療機関、透析医
療機関を整備対象とした。第３期事業では、
救急告示医療機関、透析医療機関に加えて、
平常時から重症患者を受け入れている２次救
急医療機関も整備対象としている。また、第
２期事業までは医療機関のみを整備対象とし
て事業を進めてきたが、第３期事業からは医
療機関の近隣にある収容避難場所への供給
ルートも併せて耐震化している。図 2は事業
のイメージを示している。
平成 28 年（2016 年）度末の整備状況は、
医療機関 50 箇所、収容避難場所15 箇所へ
の供給ルートの耐震化が完了している。

表2　配水幹線の耐震化率
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5.配水管（配水支管）の更新（耐震化）について
札幌市では、昭和 47 年（1972 年）に開催

された冬季オリンピックを契機とした市勢の拡大
に伴う給水需要の増加にあわせ、配水管の整
備や古くから使用していた普通鋳鉄管などの老
朽管更新を進めてきた。その結果、昭和 49 年
（1974 年）度から約 30 年間は毎年 100km
以上、多いときには200km以上もの配水管が
布設された。今後、これらの配水管が次 と々
経年化して更新時期（法定耐用年数）を迎え
ることとなるため、計画的に更新を進める必要
がある。
そこで札幌市では、平成 24 年（2012 年）
度に配水支管を対象とした「配水管更新計画」
を策定した。計画の中では、以下の手法により、
独自の更新基準年数の設定と、更新時期が集
中しないように予防保全を前提とした事業量の
平準化を行い、年間事業量および事業期間を
設定した。

まず、管の外面腐食に大きく影響するポリエ
チレンスリーブ被覆の有無や土質などの埋設環
境で配水管を以下の3つに分類し、それぞれ
の分類において更新基準年数を設定した。
① ポリエチレンスリーブの被覆が無く腐食性
土壌が大きく広がる地域に埋設されている
管→ 40 年
② ポリエチレンスリーブの被覆が無く腐食性
土壌が比較的少ない地域に埋設されてい
る管→ 60 年
③ ポリエチレンスリーブが被覆されている管
→ 80 年

しかし、これだけでは更新量の全くない年や
100km 以上の更新を行わなければならない年
など、年間事業量に大きなばらつきがみられた。
そこで、管の外面腐食度や管路の重要度（配
水人口）などにより優先順位を設定し、事業量
の平準化を図った。平準化は、先ほど設定し

図2　事業イメージ図
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た更新基準年数を超えることの無いよう事業を
前倒しすることとした。
本計画では、図 3に示すように事業量の平
準化を行い、年間事業量 62kmで更新を進め
ることとし、78 年間で全ての配水支管の更新
が完了する予定となっている。なお、今回の計
画で設定した更新基準年数の妥当性を確認す
ることも重要と考えており、約 80 年の事業期間

を概ね10 年程度に区切り、事業を進める中で
検証していくこととしている。
現在は、平成 25 年（2013 年）度から開始

している第１期配水管更新事業を進めており、
更新する際に耐震性を有する管（GX形ダクタ
イル鉄管等）を使用していることから、併せて
耐震化も図っている。

図3　更新基準年数の設定および平準化
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6.緊急貯水槽、白川第3送水管、緊急時連絡管
など管路を使用した応急給水について
ここまで記述したように、札幌市では、配水
幹線連続耐震化や災害時重要管路の耐震化
を進めてきた。地震災害時には、このほかに
緊急貯水槽、白川第 3送水管、緊急時連絡
管など、ダクタイル鋳鉄製の管路、弁を使用し
た応急給水も行うことになっている。ここでは、
これらの管路を使用した応急給水施設につい
て紹介する。
（１）施設の種類による分類と機能による分類

応急給水施設は、応急給水用の水道水を
貯める施設である「拠点給水施設」と、給水
タンク車等への補水を目的とした「運搬給水施
設」の2種類に分類され、発災後の経過日数
に応じた役割を位置付けている（表 3参照）。

また、応急給水施設を機能別に分類すると、
「ストック型施設」と「フロー型施設」とに分
けられる。「ストック型施設」とは、緊急遮断弁
等により管路または池内に応急給水用の水道
水を貯留する施設であり、管路の断濁水や浄
水施設の停止などの影響を受けずに水道水を
確保できる。ただし、残留塩素は1～ 2 週間
程度で消失する危険性があり、11日目以降の
飲料水としては原則使用せず、生活用水として
使用する。「フロー型施設」とは、浄水場から
の一連の水道システムが連続して耐震化されて
いる管路に接続し、地震時においても貯留量に
とらわれず連続的に給水が可能な施設である。
なお事故等により断濁水が発生している場合や
消火活動の妨げになる場合は使用することがで
きない。

表3　応急給水施設の種類と位置付け

種　類 機　能
経過日数

1日目～ 4日目～ 11日目～ 22～28日目

１ 拠点給水施設

（1） 緊急貯水槽 ストック型

（2） 緊急時給水管路
ストック型

フロー型

（3） 緊急遮断弁付配水池 ストック型

２ 運搬給水施設

（1） 緊急遮断弁付配水池
ストック型

（2） 白川第３送水管

３ 仮設給水所

仮設給水所 フロー型

（2）緊急貯水槽

発災から3日目までの飲料水を確保するもの
で、拠点給水に利用する。この期間に市民が
最低限必要な飲料水 1人 1日3リットルを給水
するため、市内 39 箇所に緊急貯水槽（図 4
参照）を設置しており、平成 29 年（2017 年）

度までに計 43 箇所とする計画である。通常は
配水管として機能しており、地震時には緊急遮
断弁が作動して管内の水道水を貯留するストッ
ク型の施設である。管種は、LUF 形（耐震
貯水槽用継手）ダクタイル鉄管やUF形（離
脱防止継手）ダクタイル鉄管を使用している。
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（3）緊急時給水管路

都心部に布設した2本の耐震管路もしくは耐
震化した幹線に緊急遮断弁を設置し、地震時
に管路内の水道水を貯留するストック型の施設
である。管路上には合計 32 箇所の給水口を
設けており、主に発災から3日目までの拠点給
水に利用する。この地域に水道水を供給して
いる藻岩浄水場が停止しなければ、フロー型
施設として利用することもできる。

（4）緊急遮断弁付配水池

配水池に緊急遮断弁（図 5参照）を設置し、
地震時に池内にある大量の水道水を貯留する
ことのできるストック型の施設である。発災から
3日目までは主に運搬給水に、4～ 10日目まで
は運搬給水及び拠点給水に利用する。緊急
遮断弁は、地震加速度や過流量を感知し、自
重や重錘の重量、補助電源等によって動作す
る。

図4　緊急貯水槽のイメージ

図5　緊急遮断弁付配水池の仕組み
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（5）白川第 3送水管

白川第 3送水管内の水道水を貯留すること
ができるストック型の施設である。主に4～ 10
日目までの運搬給水に利用する。なお、白川
第 3送水管新設事業は平成 15 年（2003 年）
から実施しており、一部供用開始しているが、
事業が完了するのは平成 30 年（2018 年）度
の予定である。また、管種は主にUS 形（耐
震継手）ダクタイル鉄管を使用している。

（6）緊急時連絡管

地域連携強化の一環として、災害時におけ
る水道水の相互融通を目的とした緊急時連絡
管の整備について、近隣都市との間で協議を
進めている。平成 25 年（2013 年）度ごろか
ら札幌市と接する7市 3 町 1 村について内部
検討を始め、その中で接続可能であると判断し
た3市との間で緊急時連絡管を整備することと
なった。GX形（耐震継手）ダクタイル鉄管を
用い、平成 29 年（2017 年）度には、各都市
間において工事施工を実施し、運用する予定
である。

７. 終わりに
これまで記述してきたように、札幌市では給
水需要の増加に合わせて、配水管の布設や
整備を継続してきた。将来にわたりこれらの配
水管の健全性を確保することを重要なテーマと
して、耐震化計画や更新計画を策定し、事
業を進めているところである。札幌市としては、
発生を予期できない自然災害に対応するため、
日々 の維持管理を着実に行うことに加え、事業
を進める上で必要な技術力を確保することや、
限られた財源の中で事業を進めていくことによ
り、今後も強靭な水道システムの構築を目指し
ていく。
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（3）緊急時給水管路

都心部に布設した2本の耐震管路もしくは耐
震化した幹線に緊急遮断弁を設置し、地震時
に管路内の水道水を貯留するストック型の施設
である。管路上には合計 32 箇所の給水口を
設けており、主に発災から3日目までの拠点給
水に利用する。この地域に水道水を供給して
いる藻岩浄水場が停止しなければ、フロー型
施設として利用することもできる。

（4）緊急遮断弁付配水池

配水池に緊急遮断弁（図 5参照）を設置し、
地震時に池内にある大量の水道水を貯留する
ことのできるストック型の施設である。発災から
3日目までは主に運搬給水に、4～ 10日目まで
は運搬給水及び拠点給水に利用する。緊急
遮断弁は、地震加速度や過流量を感知し、自
重や重錘の重量、補助電源等によって動作す
る。

図4　緊急貯水槽のイメージ

図5　緊急遮断弁付配水池の仕組み
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Technical Report 技術レポート

群馬東部水道企業団の
官民連携事業

１．はじめに
群馬東部水道企業団は、群馬県東部に位
置する太田市、館林市、みどり市、板倉町、
明和町、千代田町、大泉町及び邑楽町の 3
市 5町の水道事業を統合（広域化）し、平成
28 年 4月から事業を開始しました。事業規模と
しては、給水人口が約 45 万人、年間配水量
は約 6,200 万トン、事業収益は約 100 億円で、
企業団の末端給水事業としては、国内最大規
模となります。
給水区域内の人口はほぼ横ばいであるもの

の、施設の老朽化や給水収益の減少等、他
の団体と同様の課題を抱え、今後は、人口減
少社会を見据え、大規模な施設の再構築を計
画しています。

群馬東部水道企業団

企画課企画係

主任

塚越　崇元

図１　構成団体位置図

24 ダクタイル鉄管 平成29.10 第101号

02



２．これまでの取組み
企業団構成団体の一つである太田市では、
平成 19 年より全国に先駆けて水道事業包括
業務委託を実施し、水道事業および下水道事
業の管理、運営を民間企業に委託してきました。
包括業務委託とは、これまで個別に委託をして
きた浄水場の運転管理業務や管路施設の維
持管理業務、水道料金収納業務等を一体とし
て一つの業者に委託することです。太田市の
包括業務委託では、上記に加えて給水装置工
事の受付・審査等の給水装置関連業務、予算・
決算事務等の事務管理業務も委託に含めてい
ました。また、水道法第 24 条の 3に基づく第
三者委託や、平成 24 年には、業務委託の内
容に一部の施設整備業務を追加する等、委託
業務を拡大しました。
一方で、同じく館林市でも、平成 20 年に浄
水場の運転管理業務の第三者委託を開始し、
平成 25 年には施設整備業務を追加すると共
に、平成 26 年には給水装置関連業務も追加
して委託範囲を拡大しました。
これらの包括業務委託は、経費削減を始め、
受付・申請窓口の改善、人材の育成等様々な
分野で大きな成果を上げ、経営基盤の強化に
大いに資するものでした。さらに、委託により職
員が通常の業務から離れることができ、広域
化等の未来の水道事業を考えることのできる環
境を整えられたことも委託の成果であると考えま
す。
また、これまで個別委託を通して水道事業を
断片的に担ってきた民間企業にとっても、水道
事業全体を理解し、取水から蛇口まで、ひい
ては施設整備までを一体として捉えることのでき
る機会となったのではないかと思います。

３．広域化と官民連携
さて、企業団は広域化に先立ち、基本構想・
基本計画を策定し、その中で、「広域化に伴い
一時的に増加する工事量に対しては、ＤＢ（デ
ザイン・ビルド）方式等の官民連携手法を用い
た発注形態で対応する」と定めました。このＤ
Ｂ方式等を中心とした建設改良工事での取組
みが、今回の官民連携事業の中心となります。
平成 27 年度から平成 36 年度の10 年間で
国の補助金（交付金）を活用した施設整備を
実施します。整備の内容は、広域化に伴って
発生する施設の統廃合（再構築）に係る施設・
管路の整備や既存施設・管路の老朽化に伴う
更新で、費用の総額は約 337 億円、約 100 億
円の交付金を受ける計画です。
しかし、この10 年間の事業量はこれまで各
構成団体が行ってきた事業量の約 1.6 倍に相当
します。この他、拡張事業や区画整理事業等
に伴う管路の新設・移設工事にも対応が求めら
れます。ただ、構成団体では、委託の推進等
により職員数を減少させ効率化を図ってきた経
緯があることから、この急激な事業量の増加に
対して、事業を発注・監理する職員が足りませ
ん。このことから、施設整備については、不足
する職員を補い、決められた期間で定められた
業務量を実施するため、ＤＢ方式等の民間の力
を活用する方法を採用しました。
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４．官民連携事業における委託範囲
民間へ委託する業務の内容を検討した結
果、水道事業経営の前提となる事業方針の決
定、料金の決定、財政・資金計画、人員計
画及び施設整備計画等の経営・計画業務に
ついては、委託になじまないため、企業団とし
て取り組んで行かなくてはならないコア業務とし
て今まで通り企業団職員が担当することとしまし
た。次に、会計処理等の水道事務管理業務、
水道料金徴収業務、浄水施設の運転管理、
管路施設の維持管理、給水装置関連業務に
ついては、今まで、太田市、館林市で実績の
ある包括業務委託とします。
建設改良事業のうち、既存施設や設備の老
朽化に伴う更新事業や広域化に伴う施設や管

路の再構築事業については、設計・施工一体
型であるＤＢ方式で新たに発注することとし、ま
た、既設の管路の老朽化に伴う更新事業や区
画整理事業に伴う管路布設替等の他事業関
連事業については、設計と施工監理を一体とし
て発注し、施工業者については企業団が入札
で選定するＣＭ（コンストラクション・マネジメント）
方式としました。
今回の官民連携事業ですが、事業期間は
8年間、規模としては3条費用として176 億 2
千万円、4 条費用として123 億 1 千万円（Ｃ
Ｍ方式の施工費は含まない）、年平均 37 億 4
千万円を予定しています。
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浄水場及び関連施設管理業務、管路施設管理業務、給水装置関連業務

Ø DB方式
既存施設・設備の老朽化に伴う更新事業、広域化に伴う再構築に係る施設整備事業
広域化に伴う再構築に係る管路整備事業

Ø CM方式
既設管路の老朽化に伴う更新事業、
他事業関連事業（区画整備事業に伴う管路布設替等）
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【凡例】

※地方公営企業法施工規則別記第一号（予算様式）における第３条収益的収入及び支出、
第４条資本的収入及び支出。

図2　業務委託範囲
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５．ＤＢ方式を用いた管路整備事業
本事業は、広域化により市町界を超えて実
施する施設再構築（統廃合）のうち、施設間
を結ぶ連絡管の整備について、設計・施工を
一括して実施するものです。整備する内容が
全て交付金の対象事業であるため、交付金申
請書類の作成も合わせて実施することとし、企
業団は施工監理を担当します。なお、交付金
の申請そのものについては、これまでと変わら
ず企業団が行います。
具体的な事業については、浄水場と浄水場

を結ぶ送水管など 8つの路線があります。布

設管は、耐震性と長期耐久性に優れたＧＸ形
ダクタイル鉄管を採用し、呼び径はφ100 ～φ
300で総延長は約 20kmです。この事業を実
施することにより、現在 22 箇所ある浄水場を
14 箇所に集約することができ、施設の更新、
浄水処理に対するコスト縮減及び管路の耐震
化が図れます。ただし、これらの計画は検討当
初のものであるため、設計時に水運用の計画
を踏まえた見直しを行い、管路整備することとし
ています。

表1　施設再構築に係る管路設備計画
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本事業の実施に際し、設計業務の実施に対
しは、設計管理技術者及び設計照査技術者
を配置し、施工業務については、現場代理人、
監理技術者及び配管技能者資格を持った技術
者が対応します。
従来の発注方式ですと、発注者は設計と工
事の発注業務が年度ごとに発生することになり
ますが、ＤＢ方式を用いることで発注業務が一
度だけになり、発注業務に係る時間が低減でき
ます。また、受注者としても年度初めや年度終
わりの比較的工事発注が少ない時期にも工事
が可能となり、施工期間の平準化による工期の
短縮が期待できます。さらに、設計者と施工者
が同一なことから施工開始後の現場状況による
設計へのフィードバックも迅速に行えます。

６．ＣＭ方式を用いた管路整備事業
本事業は2つの事業を行うことを目的とし、

いずれも設計・発注支援・施工監理業務を実
施することを基本としています。
1つ目の事業は、法定耐用年数を超過して
老朽化した既設管路の更新整備で、設計・発
注支援・施工監理を一括して行い、また交付
金申請書類作成も行うものです。対象路線は
約 700 路線で、呼び径 75 以上ではＤＢ方式と
同様にＧＸ形ダクタイル鉄管を採用し、総延長
は約 130kmです。
2つ目は、区画整理事業や県土木工事等に
伴う配水管の移設整備等、水道事業以外の他
事業の要望により発生する工事について、設計・
発注支援・施工監理を一括して行う業務です。
対象路線や延長については、事前に定めるこ
とができないことから、受託者には柔軟に対応
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⑤ 金山配水場配水区域→中野浄水場への送水施設

⑥ 中野浄水場～第三浄水場連絡施設
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⑪ 第二浄水場配水区域→第一(北)浄水場配水区域への配水施設

※⑧は対象外。⑦⑨⑩は変更契約にて実施する可能性がある路線。
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してもらうこととしています。企業団の過去の実
績から、工事費として年間約 3億円の規模に
対応してもらう予定です。
本事業は、これまで地元企業が施工を請け
負っていた事業であるため、地元企業育成とい
う観点から、これまで通り、企業団が地元企業
へ発注する形態としました。
事業を実施するための技術者の配置につい

ては、設計業務の実施に対し、設計管理技術
者および設計照査技術者を配置し、また、施
工監理業務については、一級（二級）土木
施工管理技士又は一級（二級）水道施設管
理技士の資格をもつ施工監理技術者と水道法
12 条に基づく監督員が対応します。

７．官民連携事業における形態と事業者選定
今回の官民連携事業においては、職員の育
成、公益性の確保、スムーズな事業体制の確
保等を考慮し、直接民間会社と委託をせずに、
官民出資会社を介し業務を進める方式をとりま
した。企業団が出資する会社への委託となるこ
とから、公益性の確保が可能となりますし、官
側の職員の派遣も可能となります。
官民出資会社のパートナーの選定について

は、公募型プロポーザル方式を採用しました。
プロポーザルのスケジュールは別添資料（表 2）
の通りです。平成 28 年 2月に実施方針を公表
し民間から意見を求め、4月に募集要項や要
求水準書等を公表し募集を開始しました。10
月には、提案書の審査及びヒアリングを行って
います。今回の業務委託については、企業団
の事業運営に大きな影響を与えるものであるこ
とから、大学教授等を含む有識者から成る事
業者選定審査委員会を設置し、審査をしてい

ただきました。この結果、明電舎グループ（株
式会社明電舎、株式会社アドバンストビジネス
サービス（ＡＢＳ）、株式会社ジーシーシー自治
体サービス（ＧＣＣＪＳ）、株式会社クボタ）が選
定されました。
その後、明電舎グループと官民出資会社設
立に係る協議を実施し、12月に合意書を締結
して官民出資会社（株式会社群馬東部水道
サービス）を設立しています。そして、事業契
約内容の協議および事業引継を実施し、平成
29 年 4月に官民出資会社と事業契約を締結し
て、事業を開始したところです。
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本事業の実施に際し、設計業務の実施に対
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図4　官民連携事業スキーム

表2　スケジュール
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８．おわりに
職員が減少する中で、計画的に更新計画を
進めるための、また、広域化による事業量の増
加に対応するための一つの方策として、ＤＢ方
式、ＣＭ方式を用いた手法は有効であると考え
ています。
今後の水道事業を考えると、官と民がお互い

にパートナーとして共同で業務に取組める組織
として、官民出資会社は重要な役割を果して行
くことができると信じています。
民間に委託することにより官側の技術力が低
下し、民の力に頼らざるを得なくなると言われま
すが、官、民どちらか一方のレベルが低下する
ことなしに、共存できるシステムを築いて行くこと
が重要であり、更なる取組みを考えていければ
と思っています。
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図4　官民連携事業スキーム

表2　スケジュール
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Technical Report 技術レポート

シールドトンネルとUS形ダクタイル
鉄管による大規模送水管の更新
－荒川横断送水管路更新事業－

埼玉県企業局

埼玉県水道整備事務所

担当部長

山本　栄至

１.はじめに
埼玉県企業局が行う埼玉県水道用水供給
事業は、昭和 43 年に中央第一水道用水供給
事業として県南部地域に供給を開始したのが
始まりである。当時、埼玉県では、高度経済
成長や急激な人口増加を背景に水需要が増
大する一方、地下水の過剰な汲み上げにより
地盤沈下が深刻であった。このため、県は、
地盤沈下の抑制を目的として、地下水の代替
となる水源を河川表流水に求め、併せて、そ
れまで各市町村等がそれぞれ実施していた水
道用水の確保を県がまとめて行うこととした。
最初に供給を開始したのは、浦和市（現在の
さいたま市）をはじめとする6市であったが、
事業の拡大、統合を経て、現在では茨城県
五霞町を含む39 市 19 町、供給人口にして

700万人を超える、日本で一番大きな水道用
水供給事業となった。（図 1参照）年間の送
水量は 6 億 3千万m³にものぼり、県民をは
じめとする皆様の重要な生活基盤となってい
る。

２.水道施設の現状
現在、埼玉県水道用水供給事業では、5つ
の浄水場を運営している。施設能力は 266 万
5 千 m³、一日平均送水量は約174 万m³であ
る。また、管路の総延長は約 780kmであり、
管種は約 86%がダクタイル鉄管、約14%が
鋼管となっている。
前述のとおり、埼玉県水道用水供給事業は
昭和 43 年に供給を開始し、古い施設では既

埼玉県企業局

（前）埼玉県水道整備事務所

主任

田巻　政利
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に49 年が経過しているため、埼玉県企業局で
は施設の老朽化対策に取り組んでいる。また、
老朽化対策に加え、今後予想される首都直下
型地震や東海・東南海・南海地震へも備えな
ければならない。これらのことから、埼玉県企
業局では、平成 24 年度から水道施設の耐震
化事業を本格化させ、現在鋭意実施中である。
また、管路の老朽管更新事業も平成 24 年度
から実施し、今後、最も古い創設当初の送水
管の更新にも着手する予定である。
本稿では、この老朽管更新事業として実施
している「荒川横断送水管路更新事業」につ
いて紹介する。

3.荒川横断送水管路更新事業の概要
荒川横断送水管路更新事業は、一級河川
荒川をシールドトンネルで横断している呼び径
2000 の送水管を更新する事業である。既存

の施設は、昭和 49 年に完成したもので、一
次覆工は鉄筋コンクリートセグメント、内挿管
はU形ダクタイル鉄管である。築造後、約 40
年経過していることもあり、過去の地震や老
朽化の影響によりトンネル壁面や管継手に変
位が見られ、点検結果によれば、一部の継手
については、抜け出しが懸念される事態となっ
ていた。他方、当該送水管路は、県西部地
域の12 市町に、日量約 30万m³を供給する
極めて重要な管路であることから、速やかな
施設の更新が必要となっていた。
そこで、埼玉県企業局では、平成 24 年度
から平成 28 年度までの 5か年継続事業（後
に1 年延長し、6か年継続事業）として、当
該送水管路の更新を目的とした新しい送水管
の建設事業を開始した。

図1　埼玉県水道用水供給事業 給水区域図
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図2　荒川横断概要図
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表1　更新施設の概要

表 1に更新施設の概要を示す。既存施設と
同様、シールドトンネルを主体とした構造で、ト
ンネルの外径は4,500mm、トンネル部の延長
は約 1,500m、土被りは約 30m（河床部との
離隔は約 17m）である。また、送水管の口径
も、既設と同じく呼び径 2000となっている。送
水管の口径と比較してトンネル径が非常に大きく
なっているが、これはトンネル内部に点検通路
を設けたためである。旧建設省の通知によれ
ば、内管（本事業では送水管）からの点検
が可能な場合には、必ずしも点検通路を設け
なくてもよいものとされているが、①送水を停止
しての点検は通常は実施しない予定であること、 
②極めて長大な河底横過トンネルであること、
③重要度の高い送水管であること等を考慮し、
本事業では設置することとした。なお、この断
面であれば、身長 1.8m程度の人までは、腰を
曲げることなく、通常の姿勢で歩行が可能であ
る。

送水管の管種は、トンネル部分ではUS形ダ
クタイル鉄管、立坑部分では鋼管、一般配管
部ではS形ダクタイル鉄管と鋼管とした。ダク
タイル鉄管は、可とう性に優れているほか、耐
震管であるUS形やS形とすることで、既設管
で懸念されているような抜け出しの心配がない。
また、施工性がよく、工期を短く設定できる。こ
のため、基本的にはダクタイル鉄管を採用する
こととした。しかしながら、立坑部のような鉛直
配管については、据付時や継手接合時の作業
の安全性等の観点から、軽量かつ加工性に優
れた鋼管を採用した。

4.施工状況
平成 25 年 5月、立坑の築造を開始した。
概要に記載したとおり、立坑形式は、オープ
ンケーソンである。オープンケーソン形式の場
合、ケーソンの沈設時に不等沈下が発生する
ことがある。本工事においても、施工基面付
近が極めて軟弱な粘性土層となっていること
から、施工精度の低下が懸念された。そこで、
本工事では、工事発注にあたり総合評価落札
方式を適用し、入札時に、ケーソン沈設時の
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大幅に低減することができた。
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写真1　ガイドローラー設置

図3　ビデオカメラによる鉛直管理

写真2　ケーソン沈設状況

発進立坑築造後の平成 26 年 10月、いよい
よシールドトンネルの掘進を開始した。前述の
とおり、本シールドトンネルは、河川下を横断
するものである。事業実施に当たっては、河
川管理者である国土交通省と協議を重ね、河
川管理者から河川区域内のトンネルの掘進に
ついては渇水期（11月～ 5月）に行うことが
求められた。
いざ掘進を開始すると、河川区域外での掘
進から難航した。正確に言うと本掘進以前の
初期掘進が問題であった。本工事では、ケー
ソン壁を鏡切りすることなく直接掘進できる
SEW工法を採用し、立坑築造時に仮壁として、
ケーソン壁に合成木材を埋め込んだ。ところ
が、この合成木材が非常に堅固であり、また
繊維状であったため、シールドマシンのカッ
タービットで満足に切削できなかったり、スク
リューコンベアを閉塞させたりした。結局、別
のトラブルも含めて、初期掘進に 2ヶ月を要し、
河川管理者から求められた渇水期での河川区
域内の掘進が完了しないおそれが生じた。

写真３　シールドマシン
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図4　初期掘進時の概要図

写真4　発進立坑坑口
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写真5　シールド掘進状況

写真6　シールドマシン到達
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坑内の配管については、平成 27 年 12月か
ら布設を開始した。使用するダクタイル鉄管等
は発進立坑から搬入し、軌条を利用してトンネ
ル奥側に運搬する形とした。したがって、配管
は到達立坑側から完成していくこととなった。
配管布設に先立ち、坑内にインバートコンク

リートを打設したが、このときに、コンクリートの
打設高さ（厚さ）を設計よりも低くしている。配
管の布設を検討した際、設計どおりの高さに施
工すると、インバートコンクリートとダクタイル鉄管
との離隔が小さいため、管受台の施工が困難
となることが予想されたからである。この処置で
も極端な狭所のため決して容易な作業ではな
かったが、工程に影響を及ぼすことなく、管受
台を施工することができた。

図6　受け台構造図

写真7　管受台施工状況

【呼び径 800 ～ 1000】

【呼び径 1100 以上】

図5　US形継手構造図（LS方式）
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写真8　完成写真（坑内） 写真9　完成写真（立坑部）

ところで、前述のとおり、トンネル部のダクタ
イル鉄管の継手形式はUS 形である。U形や
US形といった内面接合タイプのダクタイル鉄管
の場合、管の接合後、継手のボルト露出部に
モルタルを充てんする必要がある。本工事でも、
モルタル充てんを実施しているが、施工にあたっ
ては、モルタル充てんをしない状態で数十m
の配管と管受台を完了させ、その後、追いか
ける形で充てん作業を実施した。接合作業中
は、その直前の接合が完了した管も含めて、ま
だ位置が安定していない。この状態でモルタル
充てんを行えば、その後に発生する接合部の
わずかな変位によって、充てんしたモルタルが
浮くなどして、場合によっては剥落する可能性
があるためである。この施工方法が、モルタル
充てん部の品質にどの程度寄与したかはわから
ないが、結果的には、あとから補修等をするこ
となく、完成することができた。

5. おわりに
本事業の送水管更新工事については、トン

ネル部の施工と荒川両岸の一般配管部の施工
を分割して実施しており、このうちトンネル部の
工事については、平成 29 年 2月に完成した。
現在は、今年度中の供用開始を目標に、一般
配管部を鋭意施工中である。
多くの事業者が管路の更新時期を迎える一
方、市街化に伴う埋設物の輻輳で開削工法に
よる配管工事が難しいことが多々あるため、シー
ルド工法による配管工事は、今後増加すること
が予想される。埼玉県企業局では、現在、別
のシールドトンネルを計画中である。本事業にお
ける経験も参考にして、より円滑に工事が実施
できるよう、適切な事業計画を策定していきたい
と考えている。
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Technical Report 技術レポート

長野市上下水道局における
水道施設整備計画について

１.はじめに
長野市は、長野県の北部に位置し、市内に

は千曲川、犀川が流れ、妙高戸隠連山国立
公園をはじめとする山並みに抱かれた長野盆
地にあり、古くから善光寺の門前町として栄え、
地域の政治・経済の要として発展してきた。（図
1）

平成 10 年 2月に長野冬季オリンピックを開
催、平成 11 年 4月には中核市に移行し、平
成 17 年には1町 3 村（豊野町、戸隠村、鬼
無里村、大岡村）と、平成 22 年には1町 1村
（信州新町、中条村）との合併を行い、平成
29 年 3月末現在、人口約 38 万人、市域面積
834.81km²の県都である。

長野市上下水道局

水道整備課

課長補佐

小林　俊弘

長野市上下水道局

浄水課

課長補佐

小林　政央

図1　長野市の位置
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２.水道事業の沿革
長野市の水道は、明治 44 年に整備計画を
策定し、大正 2年に工事の実施認可を得て、
市北西部の戸隠（旧戸隠村）に貯水池を築
造するとともに、善光寺北西の高台に往生地浄
水場を建設し、大正 4年 4月1日から、計画
給水人口 60,000 人、一日最大給水量 5,800㎥
で給水を開始した。その後、市勢および商工
業の発展に伴う人口増加や生活水準の向上に
よる使用水量の増加に合わせ、7回の拡張事
業を実施してきた。
また、平成 17 年と平成 22 年の市町村合併
に伴い、引き継ぐ5つの簡易水道事業を、平
成 29 年 3月末に上水道事業に統合し、経営

の一元化を図っている。

3.水道事業の概要
本市の特色として、長野市上下水道局が経
営する市営水道（73%）と長野県企業局が経
営する県営水道（27%）に給水区域が分かれ
ている。（図 2）
平成 18 年度約 281,000 人であった市営水
道の給水人口は、平成 28 年度に約 275,000
人となり10 年間で 6,000 人減少している。市
営水道の普及率は、平成 28 年度末で99.84％
である。

図2　長野市の水道事業

市営水道（上水道事業）

県営水道（上水道事業）

市営水道（旧簡易水道事業）
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4.長野市営水道の現状と課題
（1）人口・水量の減少

将来の給水人口および一日平均給水量は、
減少傾向で推移することが見込まれており、50
年後の平成 78 年度の一日平均給水量は平成
27 年度実績の47％まで減少する予測である。
（図 3）

将来の水需要の減少に伴い、1人当たりの
費用負担額は増大し、現有施設では余裕が生
じるため、需要に見合う施設の更新計画を策
定する必要がある。

（2）水道施設の老朽化

平成 27 年度時点の長野市水道の総資産額
は、上水道事業 2,554 億円、旧簡易水道事

業 651 億円で、合計 3,205 億円の資産となる。
その内、管路の割合が 80％以上となり最も高

図4　長野市の水道資産（平成27年度現在価格に換算）

図3　将来の給水人口と一日平均給水量の将来需要
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い状況である。（図 4）
 また、現在の施設を法定耐用年数で更新し

た場合、平均で 1 年当たりの上水道事業は約
70.0 億円、旧簡易水道事業は約 16.7 億円 の

費用が必要であり、大半を管路が占めている。
今後、老朽化した施設の更新は、管路を中心
に計画的に行っていく必要がある。（図５）

（3）課題

長野市内には、高度成長期の増加する水需
要に対応するために埋設した水道管が多く残っ
ており、管路能力は過大な状況にある。
旧簡易水道を除く管路の全体延長は
1,853kmあり、上流側に位置する重要な管路
と位置付ける導水管、送水管、配水本管の「基

幹管路」は217kmとなる。
また、「災害時重要ルート」と位置付けた地
震時などの災害時の拠点となる重要給水施設
( 病院、官公庁等 )と主要配水池を結ぶ管路と、
「基幹管路」については、耐震化を図る上で
も優先的に更新する必要がある。（図 6）

図6　水道管路の機能

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水  年 で   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水  年 で  

図5　法定耐用年数で更新した場合の金額
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平成 27 年度末時点における経年化率は、
基幹管路 26.3％、管路全体（簡水の管路を除
く）13.5％であり、全国平均よりも高い傾向にあ
る。特に基幹管路については、破裂事故等に

よる影響も大きく断水が出来ないことから、送・
配水系の切り替えや、新たな布設ルートの選
定などを含めた更新計画の策定が急務である。
（表 1）

（4）地震災害等への備え

近年、東日本大震災、熊本地震が発生し、
水道施設もこれまでにない甚大な被害を受けて
おり、平成 26 年 11月22日に発生した長野県
神城断層地震では本市の水道施設の一部も被
害を受けた。
平成 27 年度末における管路の耐震化率に

ついては、基幹管路（導水管、送水管、配
水本管）は34.5％、管路全体では8.3％であり、
全国平均と比較すると基幹管路（23.6％）は
上回っているが、管路全体（H26 13.6％）は
下回っている状況である。そのため管路の耐
震化が急務であることから、「災害時重要ルー
ト」や「基幹管路」など優先度の高い管路か
ら計画的に耐震化を図る必要がある。

５.水道施設整備計画～長野地区～の概要
水道施設整備計画を策定した目的は次のと

おり。
（1）整備計画の目的

・ 長野市水道ビジョンに掲げる基本目標の「強
靭な水道」を実現するため、中長期的な
視野に立った整備計画を策定
・ 老朽化した水道施設の更新を水源や施設

の統廃合および管路のダウンサイジングによ
り、適切な規模で効率的に実施
・ 基幹管路などの耐震化を推進することによ
る地震災害等に強く安定供給できる施設の
構築

（2）課題の整理と方策

図7 課題の整理と方策

表1　長野市の管路状況（平成27年度）

種別 管路  a 管  b 年  b/a 平 H26
基幹管路 216,964m 56,987m 26.3% 13.5%
配水支管 1,635,612m 192,785m 11.8% 11.3%
管路 1,852,576m 249,772m 13.5% 12.1%
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（3）老朽管更新の基本方針

法定耐用年数の40 年を経過した老朽管は、
平成 27 年度末時点で簡易水道を除き250km
あり、その後年々増加し昭和 59 年までに布設
した 520kmを加えた 770km が平成 36 年に
老朽管となる。本市では昭和 60年以降に布設
された管路については、ポリエチレンスリーブの
被覆による腐食防止対策を講じ、更新サイクル
を80 年に見直した（平成 26 年度改訂の長野
市水道ビジョンによる）。
老朽管は布設年度や重要度を勘案して優先

順位を設定し、毎年一律 18kmを更新する（図
8）。
基幹管路の26.3%が老朽管であることも踏ま

え、基幹管路と災害時重要ルートについては、
優先的に老朽管の更新と耐震化を図る。
管口径を使用水量に見合った適切な規模に

ダウンサイジングして更新する。

図8　老朽管更新事業計画
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平成 27 年度末時点における経年化率は、
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6.基幹管路および災害時重要ルートの耐震化計画
（1）基幹管路の整備計画

・ 基幹管路については、重要度と緊急度が
高い管路を優先的に更新する。
・ 非常時における弾力的な水運用を可能とす
ること、基幹管路の更新が可能な送配水シ
ステムとするため、基幹管路の2系統化を
図る。（図 9）

・ 基幹管路の大部分は断水できない管路で
あるため、更新する際は送・配水系統の切
り替え手順を踏まえた計画を策定し、今後
20 年間で、浄水場から主要配水池を結ぶ
老朽化した送水管の更新と耐震化を優先
的に行う。（図 10）

図9　基幹管路の2系統化
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（2）災害時重要ルートの整備計画

病院、避難所、官公庁施設などの重要給
水施設に大規模な地震が発生しても確実に給

水ができるように、老朽管の更新に併せて今後
5年間で優先的に耐震化を図る。（表 2）

表2　重要給水施設（長野地区）

図10　基幹管路の更新計画

　 　 　

　　　   　 か 19

  3

　 　   　 か 6
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7.GX形ダクタイル鉄管の採用
老朽管の更新には、「鎖構造管路」による
耐震性と長寿命が期待できるGX形ダクタイル
鉄管を平成 27 年度より採用している。（表 3、
写真 1～ 4）

写真1

写真3

写真2

写真4

表3　長野市で採用している管種
平成26年度まで 平成27年度から
種　別 呼び径 管　　種 種　別 呼び径 管　　種

500～ NS形ダクタイル鉄管
300～400

150～250
75～100 K形ダクタイル鉄管

50 ポリエチレン２層管 50 ポリエチレン２層管

基幹管路 300～
NS形ダクタイル鉄管

基幹管路

GX形ダクタイル鉄管
配水支管 配水支管

75～250

※ただし、中山間地域を除く。
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8. おわりに
本稿では、人口減少時代の到来が決定的と

なり給水収益が減少する中で、現在の水道シ
ステムを健全な状態で次の世代に引き継ぐため
に策定した ｢水道施設整備計画｣ について記
述した。
今回策定した ｢水道施設整備計画｣ は、
長野市水道ビジョンに掲げる基本目標の ｢強靭
な水道｣ の実現を計画の中心に据え、近年の
厳しい財政状況が続く中で中長期的な視点に
立ち、効率的に施設更新や耐震化事業に取組
む計画となっている。
中でも、水道資産の約 80％を占める水道管
路の計画的な更新、耐震化は待ったなしの状
況であり、水需要に見合った規模へのダウンサ
イジングなどあらゆる手立てを講じなければなら
ない。
このため、本市では、耐震性能に優れ、外
面塗装による防食機能を有しているＧＸ形ダクタ
イル鉄管を採用しており、ＧＸ形ダクタイル鉄管
によるライフサイクルコストの縮減に期待している。
本市の水道事業は平成 27 年４月に100 周
年を迎え、現在、新たな100 年に向かって歩
み始めたばかりであり、今回策定した ｢水道施
設整備計画｣ を新たなスタートラインとして、先
輩から引き継いだ長野市の水道をより高めなが
ら着実に事業を進めて参りたい。

【参考文献】

（1） 長野市水道ビジョン（改訂版）
（2） 長野市水道施設整備計画（長野地区）
（3） 上水道事業統計年報
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Technical Report 技術レポート

「地下空間を有効利用した推進
工事における水道管挿入工事」
の実施事例

１.はじめに
静岡市上下水道局では、静岡市上下水道
事業第３次中期経営計画に基づき、将来にわ
たり安定した水の供給を実現するため、異常
渇水時には、安倍川水系と興津川水系の水を
相互に運用する水の相互運用事業北部ルート
事業を現在実施している。
その事業内容と施工事例を紹介する。

２.目的・経緯
静岡市清水区（旧清水市）の給水使用量

の約８割は、その水源を２級河川興津川の表
流水に依存している。興津川は、過去３度の
異常渇水が発生しており、清水区（旧清水市）
では、水道の圧力不足や給水制限を余儀なく
され、２度、県の工業用水から緊急受水を受

けた経緯がある。平成 15 年度の合併を機に、
旧静岡市・清水市両地区の水の相互運用を図
ることにより、安定した給水システムを構築する
こととし、平成 17 年度には、「水道事業基本
構想・基本計画」および市長のマニフェストに、
現在では、平成 27 年度に策定した「しずお
か水ビション」の政策目標「危機管理の強化」
を実現するための政策の１つに位置付けられて
いる。

静岡市上下水道局

水道部水道管路課

主査

切石　貴之
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３.北部ルート事業の概要
北部ルート事業は、静岡市葵区牛妻で
取水した１級河川安倍川の伏流水を門屋浄
水場を経由して麻機配水場から清水区柏尾
に新設した柏尾配水池に送る送水管（呼
び径 400×12.2ｋｍ）、静岡市清水区承元
寺町で取水した２級河川興津川の表流水を
清水谷津浄水場・大平山配水池を経由し
て、庵原配水場から柏尾配水池に送る送水
管（呼び径 500×6.2ｋｍ）、柏尾配水池か
ら清水区高部地区周辺に地区配水するため
の配水本管（呼び径 500×2.7ｋｍ）の合計 
21.1ｋｍを整備する事業である。

4.工事概要
・鉄管布設工　呼び径 400（送） 232.6ｍ
・鉄管布設工　呼び径 500（送） 232.7ｍ
・鉄管布設工　呼び径 500 232.6ｍ
・仕切弁設置工　呼び径 400 1 基

・仕切弁設置工　呼び径 500 2 基
・さや管推進工　呼び径 1500 194.9ｍ
今回紹介する工事は、２本の送水管と配水
本管の計３本を同一道路内に同時布設する工
事である。この中で、河川下を通過するため
に非開削工法（推進工法）を採用し、呼び径
1500のさや管内にダクタイル鉄管（延長約 195
ｍ）を３本挿入するものである。

５.非開削工法（推進工法）の採用
当工事区間内には普通河川神ノ沢川があり、

この河川を渡る方法について、まずは、開削
工法で河川の下越し横断（７ｍ程度）を行うこ
とについて検討した。布設するダクタイル鉄管
３本はいずれもＮＳ形管を考えた。（図２）
開削工法での施工は、掘削断面から考えて
鉄管３本を布設する作業スペースや将来計画を
踏まえた河川構造物との離隔確保や掘削深さ
が深いことなどの理由で困難であると判断した。

図1　水の相互運用事業図
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次に非開削工法（推進工法）で河川通過
を検討した。
推進工法については、経済性、施工性、施
工規制による地元への影響、各管理者から許
可承諾を得られる規格構造を考慮し、検討し
た。
経済面を考慮した場合、推進区間は最低限
必要な河川下横過分（推進１２ｍ程度）となる
が、これでは立坑の設置位置が河川の両脇の
道路部になるため、施工期間中、全面通行規
制が想定された。本道路は地元住民の主要道
路であり、可能な限り地元への影響を最小限に
してほしいなどの要望があったため、再度調整
を行い、推進延長を194.9ｍとした。これにより
主要道路の確保と、迂回路も選択できるように
なった。
次に、占用許可若しくは承諾を得られる規
格、構造について検討した。検討にあたっては、
道路および河川管理者との協議の結果、道路
管理者からは、既設橋梁の架け替えを行う場
合には、耐震構造として杭基礎などが必要にな
る可能性が高く、今回施工するさや管が将来
支障とならないようにすること、河川管理者から
は、河川横過の場合、最深河床から２＋1.5Ｄ
とするよう条件がだされた。
本工事では、ダクタイル鉄管３本を挿入する

のに必要な大きさを検討した。挿入する鉄管は、
当初、一般的な耐震管であるＮＳ形管を検討し
たが、さや管径を極力最小限にしたいことと挿
入時における管の離隔や施工性などを考慮し、
ＰＮ形管を採用した。ＰＮ形管を採用したことに
より、さや管（推進管）径は1500ｍｍとなった。
（写真 1）。

図2　土工標準

図3　さや管内配置図

写真1
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6.さや管内管挿入工
推進工の発進立坑の大きさが幅 4.0m×長さ
7.2ｍであり、支障壁や坑口、推進管（さや管）
の余長、管挿入に必要な作業スペースなどを
考慮した結果、ＰＮ形管の標準長４ｍを採用し
た。
到達立坑の大きさは、推進機の搬出や管３
本を坑内で立ち上げることなど離隔や作業ス
ペースを考慮し、鋼製ケーシングφ3000とした。
管の挿入は、図４のように架台の上に３本 /

１セット（管４ｍ/ 本）を全部で５０回繰り返し
挿入作業を行なった。
挿入のみの作業日数としては、１４日間、１日
平均３．５回挿入し、日当たり施工量は、１日平
均１４ｍ程度となった。
１回４ｍ/本を挿入するのに必要な実作業時
間は２分程度であるが、管挿入以外に管の荷
卸しや、管を３本架台にセットする時間、管の
接合作業に時間を要した。

図4　PN形管3本同時挿入断面図

写真2

7.管挿入の作業手順と工夫
挿入工について、作業手順と工夫した点を
紹介する。管を据付ける前の状態を写真 3に
示す。この様な状態で仮置き台を２か所設置
した。（写真 4）。この仮置き台の上に呼び径
500の管を置き、管が転がらないようにキャンバー
を設置し、押し込み作業を始めるまでの仮置き
場とした。仮置き台を設置したことにより、さや
管内に押し込んである管との高さ調整をはじめ、
管の接合や架台設置など、効率よく作業を進め
ることができた。
ＰＮ形継手のロックリング挿入作業でも、仮置
き台が役立ち、効率的に作業することができた。
呼び径 500の接合作業完了後、呼び径 400
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53「地下空間を有効利用した推進工事における水道管挿入工事」の実施事例　 

次に非開削工法（推進工法）で河川通過
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とするよう条件がだされた。
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図2　土工標準

図3　さや管内配置図

写真1
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写真3

写真4

写真5

写真6

本市の過去の施工実績では、さや管呼び径
800に500のＰＮ形管を延長約 200ｍ挿入、さ
や管呼び径 600に 400のＰＮ形管を約 100ｍ
挿入（写真 7）、呼び径 1000のさや管に400
と300のＰＮ形管を並べて約 70ｍ挿入（写真
8）、また、大口径では、呼び径 1350のさや管
に1100のＰＮ形管を約 110ｍ挿入した実績は
あったが、今回のようにさや管内に3本挿入し
た実績ははじめてである。
今回の様に管３本を同時挿入する施工につ

いては、全国的にも例が少なく、受注者をはじ
め、関係者の協力のもと、過去の経験を踏まえ、
安全かつ確実に効率の良い作業方法を繰り返
し検討を重ね、無事に完了することができた。
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8.管の挿入推力
今回の挿入作業を行う上で、懸念していた

のは、管重量や管とさや管との摩擦抵抗により
推力が想定以上に上昇し、施工途中で管を挿
入する（押しきる）ことができなくなる状況にな
ることや限界以上の推力で管を挿入する（押
す）ことであった。
そこで、施工前に想定推力の算出を行なっ

た。
○管挿入における推力の計算
　発進立坑～到達立坑区間　L=196.00ｍ
※ 推進延長195.0ｍ＋挿入短管0.5ｍ×２（発
進・到達）
①管の重量　 W=W1（φ500）＋W1（φ400）＋

W2（φ500）＋W2（φ400）＋W3
W：管の総重量（ｔ）
W1：直管部の重量（ｔ）
W2：継手部凸部の重量（ｔ）
W3：外面バンド（挿入用台車）の重量（ｔ）
管の総重量　 W=50.27＋18.29＋5.03＋1.89

＋3.06＝78.54ｔとなる。
②想定推力

　ｆ=μ・W・S　＝0.1×78.54×1.3＝10.21ｔ
ｆ：想定推力（ｔｆ）　  μ：摩擦係数（車輪有り）
W：管の総重量　  S：安全率
　※圧力ゲージの読値について
　　圧力ゲージの仕様は100MPa
　　油圧ジャッキ断面積＝28.84㎠
　　X（Mpa）×28.84（㎠）÷100＝推力 (ｔ)

～計算例～　目盛読値　Xが 35の場合
　35.4×28.84÷100＝10.21ｔ　
　　　　　　　　　となり最高推力となる。

写真9

写真8写真7
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写真10

毎回、推力を確認しながら、挿入作業の推
力管理を行なった。
この想定推力計算を基準に管の挿入時の挿
入推力を確認しながら入作業を行ったところ、

想定していた推力 10.21ｔまで推力が上昇する
ことなく最大で６～７ｔ程度の推力で約 195ｍを
無事に押し込むことができた。（表 1）
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今回、挿入時における懸念を解消するため、
受注者をはじめ、材料メーカとも相談し、検討
を繰り返した結果、写真１1，１2のような鋼製
架台やガイドレール、摩擦抵抗が少ない車輪を

使用することとした。これにより、挿入時におけ
る摩擦抵抗やブレ、ゆがみなどが抑制され、バ
ランス良く均等に推力を伝達できたことが、想
定推力を下回った要因ではないかと考える。
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９．最後に
本事業は、いつ発生するかわからない、異
常渇水や災害などを想定し、できるだけはやく
完成することを目標としてきました。しかしながら、
新たに整備した施設や管も時間が経過すれば
老朽や破損などが発生し、維持修繕が必要と
なる。
静岡市では、今後、施設や管の老朽化更

新をはじめ、複線化を考慮した事業計画を予定
している。また、漏水や断水、市民生活に大き
く影響する自然災害はいつ起こるかわからない
ため、迅速な工事の完成、事業の促進が安心、
安全な上水道の供給に繋がると信じて整備を
進めて行きたいと考えている。

写真11　架台 写真12　ガイドレール
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Technical Report 技術レポート

安全・安心な水を長期的に 
供給する水道
～GX形管とNS形ダクタイル鉄管（E種管）の採用～

大淀町マスコット

キャラクター

『よどりちゃん』

１.はじめに
大淀町は、奈良県中央部に位置し、吉野川
の北側に沿った面積 38.1㎢（東西 11km、南
北 3.5km）、人口約18,000人の町である。長
期にわたって過疎化が深刻な吉野郡にありな
がら、大阪までの所要時間が約１時間である
ことから、自然豊かなベッドタウンとして、宅
地開発が行われてきた。地勢は、吉野川の河
岸段丘により形成された丘陵地帯に住宅地や
田畑が広がり、特産の日本茶や梨の栽培に適
した温暖な気候と豊かな緑、吉野川の清流に
恵まれた中山間地域となっている。吉野川は、
かつては水運にも利用され、現代では安全で
美味しい飲料水の水源となり、リバーパーク
おおよど等の水辺空間、潤いのある環境を形
成し、鮎漁などの漁業も営まれている。

奈
良
県

大淀町

図１　大淀町の位置図

２.大淀町水道事業の沿革と水道ビジョン
大淀町では、昭和 34 年の給水開始以来、
河岸段丘の地形を利用しながら給水区域の拡
大を図りつつ、浄水場施設能力の拡張や、管
路整備等の過程を経て、3回にわたる拡張事
業を実施してきた。現在では桜ケ丘浄水場を
中心に４つの配水池と５つの配水場をもち、

大淀町上下水道部

施設課長

坂口　佳寿大
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約194kmの上水道管路を保有しており町内の
水道普及率は100％となり、町内全域に安心・
安全な水を安定的に供給している。

図２　大淀町水道施設の位置図

3.水道事業運営における将来像
大淀町の水道事業においては、給水開始か

ら50 年以上が経過した中で、水需要の急増
期に建設された多くの施設や管路の老朽化が
進行しており、施設の耐震化および管路更新
等の早急な取り組みが重要な課題となっている。
しかし一方では、給水人口の減少や節水意識
の高揚等で水需要の伸びが見込めず、今後
増加する老朽化施設の更新や耐震化等のため
に多額の設備投資が必要となるなど、水道事
業を取り巻く環境は、今後一段と厳しくなること
が予想される。
そこで、大淀町では、このような将来の課題

に対策を講じ、将来にわたり安全で良質な水
道水を安定して供給することができるよう、『安
心でおいしい水を未来につなぐ大淀町の上水
道』を将来像（大淀町のミッション）として掲げ、
「安全」,「強靭」,「持続」の３つを目標に、
高い信頼と満足をいただける水道事業の運営
を目指している。

4.NS形ダクタイル鉄管（E種管）採用検討の経緯
大淀町では、上記に示した目標の一つとし

て、平常時はもとより、地震等の災害時にお
いても一定の給水を確保するとともに、町民
生活への影響をできる限り低減できるように、
「強靭：いつでも安定した水の供給」を推進し
ている。具体的には、浄水場や配水池等の
基幹施設や基幹管路の耐震化を進めるととも
に、被災時の応急給水や応急復旧が早期に図
られるように、ハード・ソフトの両面から危機
管理体制を構築中である。
今回、このハード面の対策として、より強靭
な管路構築を図ることを目的に、複数の地震
に耐え、今までの地震で被害ゼロの高い耐震
性能を有する耐震型ダクタイル鉄管を少しでも
多く布設していくために管路の重要度に応じ
て次のように検討した。
現在採用している導水管・送水管および配
水本管といった基幹管路はＧＸ形ダクタイル
鉄管、配水支管等それ以外の管路は水道配
水用ポリエチレン管を採用していたが、上記
のうち、配水支管等についてはＮＳ形ダクタイ
ル鉄管（E 種管）の採用を検討することとした。

５．NS形ダクタイル鉄管(E種管)の概要
NS 形ダクタイル鉄管（E種管）は、従来の
NS 形ダクタイル鉄管、GX形ダクタイル鉄管と
同様の耐震性能を有し、技術開発によりコスト
低減と軽量化が図られた管である。
（１）直管

直管の継手構造を図３に示す。

図３　NS形E種管直管の継手構造
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（２）異形管

異形管の継手構造を図４に示す。主な特長
は次のとおりである。
①軽量化
・ショートボディ化（図５）
・受口フランジの形状変更（図６）
②接合性向上
・挿入量の確認作業が不要

図４　NS形E種管異形管の継手構造

図５　NS形とNS形E種管の異形管
（φ100　45°曲管）

図６　受口フランジの形状変更

６．NS形ダクタイル鉄管(E種管)の施工結果
ＮＳ形ダクタイル鉄管（E種管）の施工状況

と評価を以下に示す。
（１）工事概要

　工事名： 平成 28 年度公共下水道事業に
伴う配水管移設工事

　管種：NS形ダクタイル鉄管（E種管）
　呼び径：100
　施工延長：210m

写真１　NS形E種管の施工状況写真

（２）施工性評価

NS 形ダクタイル鉄管（E種管）は、従来の
ダクタイル鉄管と比べて軽量化されており、非
常に扱いやすい継手接合も容易であると施工
業者の評価も高かった。具体的には、①異形
管（曲管）は従来のダクタイル鉄管の約 50％
の重量となっており、施工の負担が軽減された
こと。②異形管の接合時にロックリングを外付け
にすることでより確実に接合できることを評価し
ていた。
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（３）経済性評価

NS 形ダクタイル鉄管（E種管）の採用を検
討する際に、工事費（材料費、配管工事費、
土工費、経費）について水道配水用ポリエチ
レン管との経済比較を行った。この結果、NS
形ダクタイル鉄管（E種管）は、イニシャルコス
トでは水道配水用ポリエチレン管より5％程度高
くなる結果となったが、更新基準年数をNS形
ダクタイル鉄管（E種管）は80 年、水道配水
用ポリエチレン管は60 年とし、ライフサイクルコ
ストを比較した結果、水道配水用ポリエチレン
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図7　NS形ダクタイル鉄管（E種管）と配水用ポリエチレン管の経済比較
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（２）異形管

異形管の継手構造を図４に示す。主な特長
は次のとおりである。
①軽量化
・ショートボディ化（図５）
・受口フランジの形状変更（図６）
②接合性向上
・挿入量の確認作業が不要

図４　NS形E種管異形管の継手構造

図５　NS形とNS形E種管の異形管
（φ100　45°曲管）

図６　受口フランジの形状変更

６．NS形ダクタイル鉄管(E種管)の施工結果
ＮＳ形ダクタイル鉄管（E種管）の施工状況

と評価を以下に示す。
（１）工事概要

　工事名： 平成 28 年度公共下水道事業に
伴う配水管移設工事

　管種：NS形ダクタイル鉄管（E種管）
　呼び径：100
　施工延長：210m

写真１　NS形E種管の施工状況写真

（２）施工性評価

NS 形ダクタイル鉄管（E種管）は、従来の
ダクタイル鉄管と比べて軽量化されており、非
常に扱いやすい継手接合も容易であると施工
業者の評価も高かった。具体的には、①異形
管（曲管）は従来のダクタイル鉄管の約 50％
の重量となっており、施工の負担が軽減された
こと。②異形管の接合時にロックリングを外付け
にすることでより確実に接合できることを評価し
ていた。
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ＮＳ形ダクタイル鉄管（E種管）の
試験施工について

１.はじめに
光市は、山口県の東南部、周南工業地帯

の東部に位置し、白砂青松の虹ヶ浜、室積両
海岸や、蛾眉山、石城山など自然環境に恵ま
れた都市である。
光市水道事業は、光市が自然から受ける最
大の恩恵の一つである島田川の伏流水を水源
とし、良質な水を安定的に供給している。
光市水道事業は、戦後、遊休状態となって

いた海軍専用水道施設を利用し、工廠宿舎
へ暫定的に給水を開始したのを起源とし、昭
和 23 年に事業認可を取得し、正式に光市水
道事業として運営を開始した。昭和 20 年代後
半からの高度経済成長期を迎え、旧海軍工廠
の広大な跡地への企業進出、人口増加に伴
い、島田川の伏流水を取水するための水利権

50,000㎥ /日を取得し、第１次拡張事業に着手
した。その後さらに3度にわたる拡張事業を経
て、現在まで事業運営を行っている。
現在の事業規模は、給水区域内人口約
50,000 人、一日平均給水量約 26,000㎥で、図
に示すとおり、島田川の地下を流れる伏流水を
取水し、林浄水場にて浄化した後に、清山配
水池および観音寺配水池に送水し、そこから自
然流下方式によって給水区域内の各家庭へ配
水している。

光市水道局

工務課計画係

係長

藤井　訓司
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２.現状の課題
光市水道事業は創成期より、産業の発展に
併せて事業を拡張してきたことから、現在にお
いても有収水量は、大口需要者である企業の
使用量に大きく影響される。給水人口は、市町
村合併に伴う簡易水道の統合や給水区域の拡
張に伴い、平成 23年度に50,102 人となったが、
その後は減少傾向にあり、平成 27 年度では
49,545 人となっている。また、配水量について

は、平成 27 年度の一日最大配水量で30,559
㎥であり、ピーク時の平成 19 年度の 43,020㎥
と比較すると約 30％減少している。将来的な
見通しにおいて、給水人口の減少は、避けら
れない問題であり、有収水量の減少が予想さ
れる。このため、より効率的・効果的な事業運
営が必要不可欠である。
拡張期に整備された管路施設や、浄水施設・
配水池など多くの施設が老朽化による更新時

図1　光市給水区域図

表1　光市水道事業の概要
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図2　送配水系統図
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期を迎えているのに加え震災に備えるため、施
設の耐震化事業への投資も必要不可欠となっ
ており整備費用は増加傾向にある。現在、多
くの施設が耐用年数を経過しているが、これら
の多くは当時の水需要に合わせて構築した施
設であるため、現在および将来の需要に見合っ
た更新が必要である。また、限られた財源の
中で適切なタイミングで水道管路の維持・管理・
更新を心掛けているため、業界の動向や、新
製品・新技術・新工法は常日頃から絶えず意
識しているところである。

３.NS形E種管試験施工決定までの経緯
現在、耐震化事業を明確にするため、優先
順位を定め、10か年の更新計画を策定中であ

る。基幹管路、重要施設がある路線などの選
定や、ダウンサイジングを含めた管網整備を図
り、更新順位、更新管種・口径の選定といっ
た検討を行っている。
検討の中で、呼び径 75、呼び径 100の使

用路線は、主に配水支管であるため、安価で
施工性の良いポリエチレン管を採用している。
今回検討するＮＳ形Ｅ種管については、まず
性能の確認を行った。
低コスト、軽量化を実現した管種として開発

されたが、強度に信頼性があるのか、また異
形管については、ＮＳ形、ＧＸ形等の耐震管と
は、構造が大きく変更されているが、耐震性能
についてどうなのか、当初不安を覚えた。しか
し、試験結果の説明を受け、十分な性能があ

図3　布設年度別管路延長
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ることを数値で確認できた。また、デモンストレー
ションで実物の確認を行い、『目視によるロックリ
ングの位置確認により施工管理が確実になった
こと』『ショートボディによる軽量化』等のメリット
を体感し信頼を持つに至った。
次にコストの検証を行った。全工事費で、ポ

リエチレン管と比較を行った結果、イニシャルコ
ストは、ＮＳ形Ｅ種管で施工する方が若干高い
ものの、お互いの耐用年数をＮＳ形Ｅ種管（80
年）、ポリエチレン管（60 年）で検証した結果、
ライフサイクルコストでは、ＮＳ形Ｅ種管の方が
安価な結果となった。
本市水道事業においても、更新時期の明確
化を図るため、法定耐用年数のみにとらわれず、
本市の実状に即した耐用年数を設定している。
ダクタイル鉄管においては、積年の管体土壌調
査と、経験に基づく職員の知見を集積・照査し
た結果、本市の腐食性の強い土壌は部分的
であり、その他のエリアでの腐食の進行は緩慢
であると把握している。また、ポリエチレンスリー
ブの防食効果も期待できることから、80 年～
100 年で設定をしている。
小口径の採用管種の選択肢にＮＳ形（E種
管）が加わることで、今後の計画に大きな影響
を与えるものとして期待をもった。
正式採用の可否と採用用途については、平
成 29 年度の試験採用の結果をもって、決定す
ることとした。

４.試験施工の評価
本市の既存の管種選定では、呼び径 100は

ポリエチレン管を採用しているが、NS 形 E種
管の試験施工を実施するに際し、耐用年数が
大幅に経過したＣＩＰ呼び径 100×約 200ｍの

管路を候補として選出した。
選出後、管種の特性比較と工事費全体の経
済比較を行い精査した。簡単に検討経緯を説
明すると以下のとおりである。
・ 該当管路近傍は、河川河口付近であり、
液状化や、津波による洗掘等が懸念され
る場所である。また大型車両の道路交通
量が多いことから、ポリエチレン管ではなく、
耐震型ダクタイル鉄管とした。
・ 経済比較の結果、管路全体の工事費の差
分がポリエチレン管とNS形E種管では微々
たるものであることから、NS形 E種管を選
定し、試験施工を承認した。

工事は天候にも恵まれ順調に進めることがで
きた。それは、布設する管路のほとんどが直線
部であったことから、直管用の簡易的な接合治
具を試験的に用いたことが大きな要因である。
直管の接合方式も、GX形と変わりがなく、接
合に支障は見受けられず、軽量化のおかげか、
現場でのハンドリングは良さそうであり、施工性
の良さが伺えた。また、当初期待していたよう
に、異形管の施工性の改良ははっきりと確認で
きた。GX形と大きく異なる接合方法であったが、
事前に市内工事業者向けのNS 形 E種管接
合方法説明会を実施し、また、現場でもメーカ
から派遣された接合指導員の指導のもと施工を
行ったため、滞りなく工事は進められたと考える。
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写真 1 接合方法説明会の様子

写真 2　接合方法説明会の様子

５.おわりに
NS 形 E種管を実際に布設し、改良や改善

が見受けられ、GX形と並び、水道管路の耐
震化に寄与する管材として期待を持つことがで
きた。現在、光市水道局では、光市水道事
業ビジョンの作成を進めている。「強靭・持続・
安全」の観点で、将来を見据えた推進方策を
今年度中に明示し、平成 30～ 39 年の計画実
行を予定している。
計画実行を検討していくにあたっては、ライ

フラインである水道に対する安全性、安定性に
対する意識の高まりと真摯に向き合い、施設更
新に係る多額の費用に対する効果的かつ効率

的な更新計画を策定する必要がある。
この度の試験施工を踏まえ、NS 形 E種管
を採用する選定基準の整備を早期に図り、最
も効率的で効果的な管路の更新・構築を進め
ていきたい。
最後に、日本ダクタイル鉄管協会には、水道
業界における求心的な立場の確立を期待し、
各会員メーカには、水道事業体の耐震化をより
一層助長する経済的で革新的な技術の考案を
期待する。
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帯広の水を見る週間

「水道水」の認識を高めるキッカケづくり

　帯広市上下水道部では、7月24日から7月28日にかけ
て、帯広市の水事情を知っていただくことを目的に「帯広
の水を見る週間」を開催しました。イベントには約790
名の市民が来場され、帯広市の水の試飲会や、災害対策
事業の説明を行い、また、(一社) 日本ダクタイル鉄管協
会にもご協力いただき、地震に強い耐震管の仕組みがわ
かる模型を展示しました。来場された市民には、帯広市
の水に関する理解と関心を深めていただきました。

　多賀城市上水道部では、毎年水道週間（６月１日～６月
７日）の時期に併せ、水道への理解を深めていただくため
に展示を行っております。
　今年度は「水の大切さと変わり続ける水道」というテー
マに基づき、多賀城市の水道水が供給されるまでの流れ
や、（一社）日本ダクタイル鉄管協会ご協力のもと、耐震管
のカットモデルやパネル展示などにより、日頃何気なく使
用している水の大切さや、水道施設の更新・耐震化の必要
性について楽しく学んでいただきました。
　さらに当市職員による、市内小学４年生を対象にした末
の松山浄水場の見学や利き水体験を通じて、日ごろの水
道事業についてＰＲすることができました。

帯広市上下水道部

多賀城市上水道部
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水道フェスティバル
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岩手中部水道企業団

八千代市上下水道局
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帯広の水を見る週間

「水道水」の認識を高めるキッカケづくり
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の水を見る週間」を開催しました。イベントには約790
名の市民が来場され、帯広市の水の試飲会や、災害対策
事業の説明を行い、また、(一社) 日本ダクタイル鉄管協
会にもご協力いただき、地震に強い耐震管の仕組みがわ
かる模型を展示しました。来場された市民には、帯広市
の水に関する理解と関心を深めていただきました。
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性について楽しく学んでいただきました。
　さらに当市職員による、市内小学４年生を対象にした末
の松山浄水場の見学や利き水体験を通じて、日ごろの水
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帯広市上下水道部

多賀城市上水道部
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あ～おいしい　南アルプス市の水道水

　南アルプス市企業局では、平成27年度より市民の皆様
へ水道事業へのご理解と親しみを持って頂くため、駒場
浄水場親子見学会を開催しております。当日は施設見学
会やジャーテストを使った凝集実験、ペットボトルろ過実
験を行い浄水場の仕組みを楽しく知ってもらい、市販の
硬水軟水を織り交ぜた利き水クイズでは浄水場で出来る
水道水がおいしく安全であることを知って頂きました。
　また、展示物として（一社）日本ダクタイル鉄管協会の
協力で耐震管の展示パネルやリーフレットをお借りして
市民の皆様へ水道施設の耐震化へのご理解も深めて頂
くことができました。

南アルプス市企業局

小田原城へ出陣！

　小田原市水道局では、水道週間期間中の6/3（土）に
小田原城で開催中の「小田原城あじさい花菖蒲まつり」
会場にて、水道事業のPRイベントを開催しました。
　イベント内容は、水道水と市販飲料水の飲み比べをす
る利き水、口径２５ｍｍの鋼管に微小な穴を開け、擬似
漏水管に見立て修理を行なう漏水修理体験、木製ボード
に「あみだくじ」のように配管模型を製作し、所々に配置
したバルブの操作で水の流れや管網の仕組みを理解して
もらうバルブ操作体験、給水車から災害時の給水方法を
体験してもらう応急給水体験、小田原市水道局の取り組
みについてのパネル展示などでした。
　当日は、晴天で気温も高かったこともあり、シャワーの
ように吹き上がる水を金具で一生懸命に止めようとする
子供達の笑顔が印象的でした。
　また、神奈川県内広域水道企業団や（一社）日本ダクタ
イル鉄管協会にもご協力頂き、来場された方々に水道に
対する理解を深めていただきました。

小田原市水道局



T O P I C S

71

水道出前講座

　岐阜県営水道では、６月１日から７日の「水道週間」
にあわせて、職員が県営水道供給地域の小学校を
訪問し、水をきれいにする実験を通じて、水道の大
切さを伝える「水道出前講座」を開催しました。ペッ
トボトルに砂を入れた手作りのろ過装置からきれい
な水が出てくると、児童たちは驚いた様子で歓声を
上げていました。家庭の水を安心して飲める仕組み
を児童たちに伝えることができました。
　このほか、県と受水市町の庁舎に懸垂幕やポス
ターを掲示し、広報活動を行いました。

岐阜県都市建築部

「第59回水道週間」ポスター展を開催

　蒲郡市水道課では、水道に対しての理解を深め、
水資源の有効利用をＰＲするために、市内の小学生
を対象に水の大切さなどを表したポスター作品を募
集し、応募いただいたポスターの展示会を水道週間
の期間に合わせて開催しました。当日はポスター作
品の他に水道に関する書籍の展示や給水装置のサ
ンプルの展示、また、（一社）日本ダクタイル鉄管
協会にご協力をいただき、耐震管の解説パネル等を
展示し、来場された市民の皆様に水の大切さや水道
の仕組みについて理解を深めていただきました。

蒲郡市水道課
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水道・下水道・ガス広報紙
『パイプライン』

　『パイプライン』は昭和６３年創刊の大津市企業局が
発行する広報紙です。年に４回、水道・下水道・ガスに
関する情報を市内全戸にお届けし、間もなく３０年を迎
えます。
　まずは手にとっていただけるよう紙面編成にも工夫を
重ねてきました。例えば、表紙を飾る写真は読者からの
投稿によるものですし、読者アンケートの質問に対し答
えるコーナーも最近始めました。
　不特定多数の方に情報を届けることの難しさを感じな
がらも、読者の声を励みに紙面づくりに取り組んでいます。

大津市企業局

直結配水用減圧施設

県域水道ファシリティマネジメント

　奈良県では、県営水道と市町村水道
を「県域水道」として一体的にとらえ、県
域全体で水道資産を最適化する県域水道
ファシリティマネジメントに取り組んでい
ます。代表的な取り組みは、市町村の浄
水場を廃止して水源を県営水道に切り替
える「県水転換」や、県営水道の管と市
町村の管を直接接続し、県営水道の水圧
で配水する「直結配水」などです。
　６月１５日には川西町で県下初となる直
結配水を開始しました。今後も、水道広
域化に向けた検討を行うなど、市町村と
の連携・協力をさらに進めていきます。

奈良県水道局
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『さんようおのだ水道展２０１７』

　山陽小野田市水道局では、水道事業の現状や課題、
今後の取組みについて、広く市民の皆様に理解していた
だき、関心を深めてもらうことを目的として、水道週間
の期間中（平成 29 年 6月2日（金）～4日（日））に
市内の商業施設で「さんようおのだ水道展」を開催し、
約２，０００人が来場されました。 
　会場では、次世代を担う市内の小学生を対象とした、
水道に関する図画や習字の作品コンクールに応募（631 
点）のあったすべての作品の展示や他にも水道に関する
パネル（浄水場、主要配水池、災害派遣）、漏水修繕用
水道資機材、漏水修繕状況の動画、口径別水道メーター、
災害時用応急給水袋（6ℓ）の展示も行いました。また、
参加体験型イベントとして、水道教室（水道水のできる
まで・水道ろ過実験）、木工教室（水源涵養林の間伐材
を使用した木工細工）、利き水（水道水、市販のペット
ボトル、森響水（水道局製作の災害備蓄用水道ペットボ
トル）の飲み比べ）、漏水調査及び水道クイズ・アンケー
トを実施し、来場者の方々から好評を得ました。今回も、
（一社）日本ダクタイル鉄管協会のご協力により、耐震
管のカットモデル（耐震継手）や耐震管解説パネル・パ
ンフレットを展示して頂き、災害に強いライフラインと
しての重要性や今後の耐震管路への更新事業について
の必要性を来場者へ紹介しました。

山陽小野田市
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夏休みの親子連れに
　　　　『屋上 de 水道水パーク』

　福岡市は、平成29年7月28日（金）～30日（日）に、
夏休みの子供達で賑わう博多駅隣接のつばめの杜ひろ
ばにて、水道PRイベント『屋上de水道水パーク』を開催
し、好天に恵まれた3日間、延べ4,922名の皆様にご来
場頂きました。
　「福岡市の水道水は安全でおいしい！」をテーマに、
未来を担う子供達に水道への興味関心をもってもらうこ
とを目的とした本催しは、毎年、8月1日の水の日を前に
開催しています。
　冷たい水道水や水ゼリーを提供する『水道水カフェ』
では、連日34℃越えの猛暑も手伝い、皆様の口からは
思わず「おいしい！」の歓声が。『キッズ学び場』では、
利き水やろ過装置、炭酸水づくり等に小学生が挑戦。夏
休みの自由研究に役立つと大好評でした。またクイズラ
リーでは、水源となるダムの多くが市外に存在すること
や、市内配水管の総延長が4,000kmにも及ぶこと等を
親子で学びあう姿が見られ、水道について改めて考えて
頂くよい機会となったのではないでしょうか。

福岡市水道局

水道水カフェ

キッズ学び場（ろ過装置づくり）

キッズ学び場（炭酸水づくり）

キッズ遊び場 クイズラリー
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　日本水道協会関西地方支部総会が7月20日に滋賀県
大津市で開催されました。関西地方支部では総会の併
催企画として、企業団体の最新技術の展示を行うウォー
ターギャラリーが毎年開催されています。当協会も参画
し、パネルやカットサンプルを展示して、多くの会議参加
者にブースを訪問いただきました。

日本水道協会 関西地方支部総会

事業体だよりの原稿を募集します

ウォーターギャラリーに出展しました

全国の上下水道事業体では、多種多様な住民広報を実施されています。
このコーナーでは他事業体の読者の皆さんが参考になるような取り組み
をご紹介させていただきます。

文字数 : 200 字前後
写　真 ：2 枚程度

※お問い合わせは、協会各支部まで。
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ダクタイル鉄管  No.10176

　平成29年4月、名古屋市港区に新たなテーマパー

ク「レゴランド・ジャパン」がオープンした。「レゴ」

という世界ブランドを冠するテーマパークだけに期

待も膨らみ、子を持つ多くの名古屋人は、自宅から

数十分で行けるテーマパークの完成を楽しみにして

いた。「レゴブロック」は想像力を養う良質なおもちゃ

として、二人の子を持つ我が家でもずいぶんお世話

になった。私としては、しばらく混雑することも予

想されたため、しばらく様子を見てから落ち着いた

頃に子ども達と一緒に遊びに行くつもりでいた。

　しかし、何事にも慎重派が多いと言われる名古屋

人気質もあり、レゴランドの入場者数が思いのほか

伸びていないとの記事を見た。家族4人（大人6,900

円×2名・子供5,300円×2名）で24,400円と

いう強気な値段設定も一因のようだが、入場日の7

日前に購入すれば家族4人で18,300円となるなど、

様々なオプションも準備されている。そんな大人の

事情にまったく興味のない子どもたちは、「潜水艦に

乗りたい」「レゴの工場に行きたい」と、すぐにでも

レゴランドで遊びたいばかりの様子。大人向けには

すぐ隣に「メイカーズピア」というエリアがあり、

レストランや喫茶店、雑貨、洋服、和傘屋など、食

事やショッピングを楽しむことができるようになっ

ており、加えて、そば打ち体験やピザ焼き体験のほか、

妖怪ウォッチオフィシャルショップの「ヨロズマー

ト」、お化け屋敷「台場奇怪学校」など、子どもにも

楽しい仕掛けが用意されている。

　そんなある日、ゴールデンウィークの期間限定で、

年間パスポートを所有している知人と一緒に入場す

れば1日券が半額で入手できるという企画を知った。

これは絶好のチャンスとばかり、知り合いに頼んで

同行してもらうことにした。

　開場前に到着した入場ゲート付近には、噂とは違

い、たくさんのお客さんが並んでいた。半額キャン

ペーンとゴールデンウィークが重なり、かなり混雑

しているようだ。入場するとすぐに、人気アトラク

名古屋市上下水道局
管路部　主幹（管路施工管理の総合調整）

坪 井  康 夫

来て！ 見て！ 遊んで！ 
「レゴランド・ジャパン

 in Nagoya」

レゴブロックの名古屋市役所
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私の好きな時間

ションには長蛇の列ができていた。どれに乗ろうか

迷っている間に、お客さんも分散したのか、どのア
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　レゴランド・ジャパンの開園は名古屋では大きな
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　6月9日、ホテル椿山荘東京で 70 周年記念式典を開催しました。祝賀会に先立って丹保憲仁・北
海道立総合研究機構理事長が「近代の終わるとき」をテーマに記念講演を行いました。丹保理事長
からは、「成長の時代、環境の時代から今後は共生の時代へ。それは近代とは異なる価値観が求め
られる」と「新中世」を提唱されました。
　引き続き行われた祝賀会のオープニングセレモニーでは、アンサンブルカノンの皆さんの優しい音
色が来場者を会場にいざないました。

創立70周年記念
　　講演会・祝賀会を開催

　その後、久保会長は「７０周年を迎えられたのは関係している皆さんのおかげ。環境は激変してい
るが、水道システムの安定を目指すことが協会の使命。今後も顧客の皆様の課題解決に貢献してい
きたい。会員とともに協会運営を進め、これからも信頼に応えられるようにしていきたい」と感謝を
述べられました。
　また、来賓として登壇した宮崎正信・厚生労働省水道課長（当時）は「水道事業の発展に貢献して
いただき感謝している。厚労省の水道予算は年々増えているが計画的な施設更新、地震対策などさ
らに必要な状況。水道システムを次世代に引き継いでいけるようにこれからも協力していただきたい」
と関係者に要請されました。

オープニングセレモニー

久保会長挨拶 宮崎課長挨拶

丹保北海道立総合研究機構理事長
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　来賓・協会役員による鏡割りが行われました。アトラクションとして「鉄管甚句」が披露され、会
場は大いに盛り上がりました。

乾杯鏡割り

披露された鉄管甚句

会 場 風 景
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80 ダクタイル鉄管 平成29.10 第 101号

　この度、日本ダクタイル鉄管協会にお世話になることになり水道事業に管材料を通じて係わる
ことになりました。
　水道人生の初まりは、東京都水道局の技術職員として担当した水道管の新設工事でした。当時、
水道の未整備の地域が多く残っていて、工事箇所周辺の住民の皆さんに多くの感謝の言葉を頂い
たことを思い出します。布設した水道管が水道水を住民の皆さんに届けられる唯一の手段である
ことを、感謝の言葉から強く感じたことを思い出します。
　言うまでもありませんが、水道管路は、浄水場で作られた安全で良質な水道水を安定的に国民
の皆様に届ける大きな役割があり、地震等の自然災害時においても様々な埋設環境下でも、そ
の役割を果たさなければなりません。しかし、多くの管路が更新時期にありますが更新・耐震化
は遅れており、今後の老朽化の進行が心配されます。
　更新・耐震化の遅れは、老朽化した管路を多く抱えることになり、地震等災害時において被害
が増えるだけでなく、日々の維持管理においても漏水の増加や想定できない事故等の発生が懸念
されます。近年の集中豪雨等による災害の頻発や大規模地震の発生が危惧されるなか水道管路
の役割を持続・継続するためには、更新・耐震化等を着実に進めることが不可欠と思います。
　水道事業の厳しい経営環境の中で、水道施設の更新・耐震化等の施設整備や日々の維持管理に、
鋭意、取り組まれている水道事業体の皆様に、少しでもお手伝い出来ればと思っています。東京
都では水道事業体の一員として、日本水道協会では全国の水道事業体の皆様の協力・支援等を頂
き、水道に関わる様々な技術的業務に従事してきました。水道管路に関することだけでなく水道
技術全般についての相談についても、いつでも気軽に声をかけてください。よろしくお願いします。

新支部長就任のご挨拶　【関東支部】

関東支部長　木村 康則

関東支部長就任のご挨拶
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新支部長就任のご挨拶　【関西支部】

関西支部長　山﨑 弘太郎

　大阪市を退職後、当協会に本年 4月よりお世話になっています。33 年間にわたり水道一筋で
水源から蛇口まで水道トータルシステムの全ての分野に携わってまいりましたことから、自分なり
に業界についての知識はあるものと思っておりましたが、協会活動の緒に就いた中で、それは大
阪市水道という枠の中に限ったことであり、自分自身、実は何もわかっていないということがよく
わかりました。今一度初心に戻って、業界の多様性に目を向け、勉強し直し、そして協会に対して
何を求められているのかを確認し、我々にしかできないような活動を形にしていきたいと思ってお
ります。
  わが国では、人口減少・少子化が進展し、水需要も減少する中で、地震等自然災害は大規模化し、
水道施設整備が急務となっています。一方で、量的に計画需要から下方に乖離するインフラ整備に
対する批判は強いものの、質的に不十分なインフラ整備による社会的な経済損失の発生には寛容
な傾向があります。地震等自然災害の大きさや強さは増加することはあっても減少することは無く、
あたかも需要減と連動すべきかのような考えで整備が行われると、その時点ではコスト抑制により
一見持続性が確保されるものの、災害が発生して初めて効果の無さに気付くことになり、結果、無
駄遣いと大きな損失につながります。都市活動・市民生活に必要不可欠なライフラインである水
道システムの整備においては、社会経済環境が大きくかつ多様に変化するこの時代にあっても、短
期的な変化や視点にとらわれず、時間軸の長い視点をもって量・質ともに十分な事業を進めること
が肝要であると思います。ダクタイル鉄管は、耐震性能とともに材質の長期耐久性についてもその
優秀さが検証されており、管路整備における最良の選択であると自信を持ってお薦めできます。
　今後とも日本ダクタイル鉄管協会の仕事に従事することで社会貢献に少しでも寄与してまいりた
いと考えていますので、皆様、ご指導ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

関西支部長就任のご挨拶
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支部 日程 会場 講師 テーマ

北海道

9月19 日 札幌市 札幌市教育文化会館
名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏 管路更新と災害レジリエントな水道

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業の基盤強化と広域化の効果

11月14 日
（火） 釧路市

ANAクラウンプラザ
ホテル釧路
釧路市錦町３－７

東京大学大学院
工学系研究科都市工学専攻
教授　滝沢　智氏

水道法改正と持続的な水道事業経営

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業の基盤強化と広域化の効果

東北

7月27日 仙台市 ハーネル仙台３階「蔵王」
名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

東日本大震災から得られた
経験の継承と目標管理型の災害対応

盛岡市上下水道局水道建設課
課長補佐　山路　聡氏

100 年先の次世代へ安心して引き継ぐために
～災害対応の心得と人材育成～

8月22日 盛岡市 ホテル東日本盛岡
金沢大学
理工研究域環境デザイン学系
教授　宮島　昌克氏

岩手県の地震環境と
断層横断管路への対策

八戸圏域水道企業団工務課
課長　内宮　靖隆氏 強靭な水道施設に向けた管路耐震化

関東

8月23 日 埼玉県 埼玉県県民健康センター

京都大学大学院
工学研究科都市社会工学専攻
教授　清野　純史氏

断層近傍の地震動と
ライフラインの挙動

法政大学大学院
イノベーション・マネジメント研究科
客員教授　佐藤　裕弥氏

水道事業の経営戦略と広域化・官民
連携による経営改革事例の紹介

9月 6 日 栃木県 栃木県総合文化センター
特別会議室

首都大学東京都市環境学部
准教授　荒井　康裕氏 水道システムとエネルギー

群馬東部水道企業団
参事兼企画課長　篠木　達哉氏
総務課庶務係長　峯岸　潤氏

群馬東部水道企業団の
広域化と官民連携事業

9月20 日 群馬県 群馬県青少年会館
東京都市大学工学部都市工学科
教授　長岡　裕氏

これからの水道技術のありかた
～水道システムをトータルとして
　とらえることの重要性～

日本水道協会技術課
技術専門監　田口　恒夫氏

現場における危機管理対応
～頻発する管路事故、工事事故等の
　原因と再発防止～

10 月11日 新潟県 朱鷺メッセ

京都大学大学院
工学研究科都市環境工学専攻
教授　伊藤　禎彦氏

人口減少下における浄水処理
配水システム再構築の考え方と各種課題

独立行政法人水資源機構
経営企画部次長　熊谷　和哉氏 事業環境の変化と水道事業

10 月18 日 千葉県 千葉県文化会館
小ホール

関東学院大学総合研究推進機構
教授　吉田　望氏 液状化と管路の被害
秩父広域市町村圏組合
水道局経営企画課
主席主幹　町田　忠男氏

秩父地域における
水道広域化の取組について

11月7日
（火）

長野県 ホテル国際21
長野県長野市県町 576

千葉大学
都市基盤工学教育研究領域
准教授　丸山　喜久氏

近年の地震時における
ライフライン施設の機能支障

前厚生労働省水道課長
宮崎　正信氏

水道施設の再構築と
安定的な水道経営を目指して

11月16 日
（木） 静岡県

静岡市民文化会館
C展示室
静岡市葵区
駿府町 2-90

関西大学環境都市工学部
都市システム工学科
准教授　飛田　哲男氏

「ダイレイタンシー」，「拘束圧依存」，
「有効応力」と液状化

元厚生労働省水道課長
石飛　博之氏 大災害の教訓と水道法改正の狙い

　日本ダクタイル鉄管協会では普及促進を目的として、今年度は以下のようなセミナーを開催しています。年内の
開催もまだ予定していますので、是非ともご参加下さい。（詳細についてはHP 等でご案内します）

平成29年度セミナー
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関東 12 月1日
（金）

茨城県 茨城県市町村会館講堂
水戸市笠原町 978-26

八戸圏域水道企業団工務課
課長　内宮　靖隆氏 強靭な水道施設に向けた管路耐震化
北海道大学大学院工学研究院
環境創生工学部門
教授　松井　佳彦氏

水道水質基準と環境リスク管理

中部

１０月１１日 金沢市 金沢勤労者プラザ
名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

災害レジリエントな
水道システムを考える

水道技術経営パートナーズ㈱
代表取締役　山口　岳夫氏

水道における官民連携を
効果的に活用するために

1１月１５日
（水） 名古屋市

名古屋国際センター
名古屋市中村区
那古野 1-47-1

水道技術経営パートナーズ㈱
代表取締役　山口　岳夫氏

水道における官民連携を
効果的に活用するために

山口大学
副学長　三浦　房紀氏

大規模災害に備える
～南海トラフ巨大地震を中心に～

関西

８月２３日 大阪市 建設交流館
グリーンホール（8階）

関東学院大学理工学部土木学系
教授　若松　加寿江氏 管路の地震被害と土地条件
群馬東部水道企業団
参事兼企画課長　篠木　達哉氏
総務課庶務係長　峯岸　潤氏

群馬東部水道企業団の
広域化と官民連携事業

１１月８日
（水） 京都市

メルパルク京都京極
（5階）
京都府京都市下京区東
洞院通七条下ル東塩小
路町 676-13

金沢大学
理工研究域環境デザイン学系
教授　宮島　昌克氏

熊本地震と九州北部豪雨における
水道施設、管路被害とその対策

前厚生労働省水道課長
宮崎　正信氏

水道施設の再構築と
安定的な水道経営を目指して

１２月１１日
（月）

和歌山市

和歌山県民文化会館
特設会議室（3階）
和歌山市
小松原通り 1-1
和歌山県庁正門前

岐阜大学工学部社会基盤工学科
教授　能島　暢呂氏

近年のライフラインの
地震災害に学ぶ

前厚生労働省水道課長
宮崎　正信氏

水道施設の再構築と
安定的な水道経営を目指して

関西・
中国四
国共催

８月３０日 徳島市 ホテルクレメント徳島
金扇東（3階）

独立行政法人水資源機構経
営企画部次長　熊谷　和哉氏 事業環境の変化と水道事業

名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

南海トラフ地震被害想定から考える
地域事業継続

中国
四国

7月20 日 松江市
くにびきメッセ
（島根県立産業交流会館）

金沢大学
理工研究域環境デザイン学系
教授　宮島　昌克氏

山陰地方の地震環境と
断層横断管路への対策

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏

水道事業における
広域化と経営の効率化

11月9 日
（木） 広島市

合人社ウェンディひと・まちプラザ
（まちづくり市民交流プラザ）
広島市中区
袋町 6-36

関東学院大学理工学部土木学系
教授　若松　加寿江氏 管路の地震被害と土地条件

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏

水道事業における
広域化と経営の効率化

九州

10 月11日 福岡市 天神クリスタルビル

松江市上下水道局 
業務部経営企画課
課長　杉谷　雄二氏

松江市水道事業における
経営戦略の取組み

首都大学東京都市環境学部
特任教授　小泉　明氏

最近における水道の現状と
管路システムに関する技術の動向

10 月19 日 長崎市 長崎県勤労福祉会館

松江市上下水道局 
業務部経営企画課
課長　杉谷　雄二氏

松江市水道事業における
経営戦略の取組み

神戸大学大学院
工学研究科市民工学専攻
准教授　鍬田　泰子氏

巨大地震に備えて
水道事業ができること

11月21日
( 火） 沖縄県

沖縄県男女共同参画センター
沖縄県那覇市
西 3-11-1

松江市上下水道局 
業務部経営企画課
課長　杉谷　雄二氏

松江市水道事業における
経営戦略の取組み

神戸大学大学院
工学研究科市民工学専攻
准教授　鍬田　泰子氏

巨大地震に備えて
水道事業ができること
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北海道

9月19 日 札幌市 札幌市教育文化会館
名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏 管路更新と災害レジリエントな水道

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業の基盤強化と広域化の効果

11月14 日
（火） 釧路市

ANAクラウンプラザ
ホテル釧路
釧路市錦町３－７

東京大学大学院
工学系研究科都市工学専攻
教授　滝沢　智氏

水道法改正と持続的な水道事業経営

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業の基盤強化と広域化の効果

東北

7月27日 仙台市 ハーネル仙台３階「蔵王」
名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

東日本大震災から得られた
経験の継承と目標管理型の災害対応

盛岡市上下水道局水道建設課
課長補佐　山路　聡氏

100 年先の次世代へ安心して引き継ぐために
～災害対応の心得と人材育成～

8月22日 盛岡市 ホテル東日本盛岡
金沢大学
理工研究域環境デザイン学系
教授　宮島　昌克氏

岩手県の地震環境と
断層横断管路への対策

八戸圏域水道企業団工務課
課長　内宮　靖隆氏 強靭な水道施設に向けた管路耐震化

関東

8月23 日 埼玉県 埼玉県県民健康センター

京都大学大学院
工学研究科都市社会工学専攻
教授　清野　純史氏

断層近傍の地震動と
ライフラインの挙動

法政大学大学院
イノベーション・マネジメント研究科
客員教授　佐藤　裕弥氏

水道事業の経営戦略と広域化・官民
連携による経営改革事例の紹介

9月 6 日 栃木県 栃木県総合文化センター
特別会議室

首都大学東京都市環境学部
准教授　荒井　康裕氏 水道システムとエネルギー

群馬東部水道企業団
参事兼企画課長　篠木　達哉氏
総務課庶務係長　峯岸　潤氏

群馬東部水道企業団の
広域化と官民連携事業

9月20 日 群馬県 群馬県青少年会館
東京都市大学工学部都市工学科
教授　長岡　裕氏

これからの水道技術のありかた
～水道システムをトータルとして
　とらえることの重要性～

日本水道協会技術課
技術専門監　田口　恒夫氏

現場における危機管理対応
～頻発する管路事故、工事事故等の
　原因と再発防止～

10 月11日 新潟県 朱鷺メッセ

京都大学大学院
工学研究科都市環境工学専攻
教授　伊藤　禎彦氏

人口減少下における浄水処理
配水システム再構築の考え方と各種課題

独立行政法人水資源機構
経営企画部次長　熊谷　和哉氏 事業環境の変化と水道事業

10 月18 日 千葉県 千葉県文化会館
小ホール

関東学院大学総合研究推進機構
教授　吉田　望氏 液状化と管路の被害
秩父広域市町村圏組合
水道局経営企画課
主席主幹　町田　忠男氏

秩父地域における
水道広域化の取組について

11月7日
（火）

長野県 ホテル国際21
長野県長野市県町 576

千葉大学
都市基盤工学教育研究領域
准教授　丸山　喜久氏

近年の地震時における
ライフライン施設の機能支障

前厚生労働省水道課長
宮崎　正信氏

水道施設の再構築と
安定的な水道経営を目指して

11月16 日
（木） 静岡県

静岡市民文化会館
C展示室
静岡市葵区
駿府町 2-90

関西大学環境都市工学部
都市システム工学科
准教授　飛田　哲男氏

「ダイレイタンシー」，「拘束圧依存」，
「有効応力」と液状化

元厚生労働省水道課長
石飛　博之氏 大災害の教訓と水道法改正の狙い

　日本ダクタイル鉄管協会では普及促進を目的として、今年度は以下のようなセミナーを開催しています。年内の
開催もまだ予定していますので、是非ともご参加下さい。（詳細についてはHP 等でご案内します）

平成29年度セミナー
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編 集 後 記
●おかげさまで、日本ダクタイル鉄管協会

は今年創立７０周年を迎えました。協会
誌「ダクタイル鉄管」も前号が１００号、
今号は１０１号となり、新たな歴史を歩
み始めました。

　１０１号の表紙は、趣を変えて従来の写
真ではなく、イラストで表現しています。
今号から数号に亘って、ダクタイル鉄管
の製造工程を解説と併せて、紹介して
いく予定です。お楽しみください。誌面内
容やレイアウトなども一部変更しておりま
すが、読者の皆様に読みやすく、愛され
る協会誌「ダクタイル鉄管」を今後も目
指してまいります。

●巻頭言では、7月に就任された厚生労
働省医薬・生活衛生局水道課の是澤
課長に執筆いただきました。人口、給水
量、料金収入の減少の中、施設更新

や安全性の向上などの課題を乗り越え
なければならない水道事業を冬山登
山にたとえられて、関係者の力を結集
して、遭難することなく、制覇しようと書
かれています。

●対談では、首都大学東京の小泉特任
教授と高松市の石垣上下水道事業管
理者に管路の耐震化や香川県で進め
られている広域化について、議論いた
だきました。全国初となる県内一水道
への取組について、石垣管理者からそ
の経緯や広域化の難しさなどを語って
いただきました。

●技術レポートは７本、様々な事業体に執
筆いただき、整備計画や管路の耐震
化、ＮＳ形ダクタイル鉄管（E種管）の試
験施工、官民連携事業など、バラエティ
に富んだ内容となっています。
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